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関係法令抜粋 

 

○消防法（昭和 23年法律第 186号） 

第十条  指定数量以上の危険物は、貯蔵所（車両に固定されたタンクにおいて危険物を貯

蔵し、又は取り扱う貯蔵所（以下「移動タンク貯蔵所」という。）を含む。以下同じ。）以外の

場所でこれを貯蔵し、又は製造所、貯蔵所及び取扱所以外の場所でこれを取り扱つてはな

らない。ただし、所轄消防長又は消防署長の承認を受けて指定数量以上の危険物を、十

日以内の期間、仮に貯蔵し、又は取り扱う場合は、この限りでない。  

２  別表第一に掲げる品名（第十一条の四第一項において単に「品名」という。）又は指定数

量を異にする二以上の危険物を同一の場所で貯蔵し、又は取り扱う場合において、当該貯

蔵又は取扱いに係るそれぞれの危険物の数量を当該危険物の指定数量で除し、その商の

和が一以上となるときは、当該場所は、指定数量以上の危険物を貯蔵し、又は取り扱つて

いるものとみなす。  

３  製造所、貯蔵所又は取扱所においてする危険物の貯蔵又は取扱は、政令で定める技術

上の基準に従つてこれをしなければならない。  

４  製造所、貯蔵所及び取扱所の位置、構造及び設備の技術上の基準は、政令でこれを定

める。  

 

第十一条  製造所、貯蔵所又は取扱所を設置しようとする者は、政令で定めるところにより、

製造所、貯蔵所又は取扱所ごとに、次の各号に掲げる製造所、貯蔵所又は取扱所の区分

に応じ、当該各号に定める者の許可を受けなければならない。製造所、貯蔵所又は取扱所

の位置、構造又は設備を変更しようとする者も、同様とする。  

一  消防本部及び消防署を置く市町村（次号及び第三号において「消防本部等所在市町

村」という。）の区域に設置される製造所、貯蔵所又は取扱所（配管によつて危険物の移

送の取扱いを行うもので政令で定めるもの（以下「移送取扱所」という。）を除く。） 当該

市町村長  

二  消防本部等所在市町村以外の市町村の区域に設置される製造所、貯蔵所又は取扱

所（移送取扱所を除く。） 当該区域を管轄する都道府県知事  

三  一の消防本部等所在市町村の区域のみに設置される移送取扱所 当該市町村長  

四  前号の移送取扱所以外の移送取扱所 当該移送取扱所が設置される区域を管轄す

る都道府県知事（二以上の都道府県の区域にわたつて設置されるものについては、総

務大臣）  

２  前項各号に掲げる製造所、貯蔵所又は取扱所の区分に応じ当該各号に定める市町村

長、都道府県知事又は総務大臣（以下この章及び次章において「市町村長等」という。）は、

同項の規定による許可の申請があつた場合において、その製造所、貯蔵所又は取扱所の

位置、構造及び設備が前条第四項の技術上の基準に適合し、かつ、当該製造所、貯蔵所
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又は取扱所においてする危険物の貯蔵又は取扱いが公共の安全の維持又は災害の発生

の防止に支障を及ぼすおそれがないものであるときは、許可を与えなければならない。  

３  総務大臣は、移送取扱所について第一項第四号の規定による許可をしようとするときは、

その旨を関係都道府県知事に通知しなければならない。この場合においては、関係都道府

県知事は、当該許可に関し、総務大臣に対し、意見を申し出ることができる。  

４  関係市町村長は、移送取扱所についての第一項第四号の規定による許可に関し、当該

都道府県知事又は総務大臣に対し、意見を申し出ることができる。  

５  第一項の規定による許可を受けた者は、製造所、貯蔵所若しくは取扱所を設置したとき

又は製造所、貯蔵所若しくは取扱所の位置、構造若しくは設備を変更したときは、当該製

造所、貯蔵所又は取扱所につき市町村長等が行う完成検査を受け、これらが前条第四項

の技術上の基準に適合していると認められた後でなければ、これを使用してはならない。た

だし、製造所、貯蔵所又は取扱所の位置、構造又は設備を変更する場合において、当該製

造所、貯蔵所又は取扱所のうち当該変更の工事に係る部分以外の部分の全部又は一部

について市町村長等の承認を受けたときは、完成検査を受ける前においても、仮に、当該

承認を受けた部分を使用することができる。  

６～７ 略 

 

第十一条の二  政令で定める製造所、貯蔵所若しくは取扱所の設置又はその位置、構造若

しくは設備の変更について前条第一項の規定による許可を受けた者は、当該許可に係る

工事で政令で定めるものについては、同条第五項の完成検査を受ける前において、政令

で定める工事の工程ごとに、当該製造所、貯蔵所又は取扱所に係る構造及び設備に関す

る事項で政令で定めるもの（以下この条及び次条において「特定事項」という。）が第十条

第四項の技術上の基準に適合しているかどうかについて、市町村長等が行う検査を受け

なければならない。  

２  前項に規定する者は、同項の検査において特定事項が第十条第四項の技術上の基準

に適合していると認められた後でなければ、当該特定事項に係る製造所、貯蔵所若しくは

取扱所の設置又はその位置、構造若しくは設備の変更の工事について、前条第五項の完

成検査を受けることができない。  

３  第一項に規定する者は、同項の検査において第十条第四項の技術上の基準に適合して

いると認められた特定事項に係る製造所、貯蔵所若しくは取扱所の設置又はその位置、構

造若しくは設備の変更の工事につき、前条第五項の完成検査を受けるときは、当該特定事

項については、同項の完成検査を受けることを要しない。  
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○危険物の規制に関する政令（昭和 34 年政令第 306 号） 

（完成検査の手続）  

第八条  法第十一条第五項 の規定による完成検査（以下「完成検査」という。）を受

けようとする者は、その旨を市町村長等に申請しなければならない。  

２  市町村長等は、前項の規定による申請があつたときは、遅滞なく、当該製造所等

の完成検査を行わなければならない。  

３  市町村長等は、完成検査を行つた結果、製造所にあつては第九条及び第二十条か

ら第二十二条まで、貯蔵所にあつては第十条から第十六条まで及び第二十条から第二

十二条まで、取扱所にあつては第十七条から第十九条まで及び第二十条から第二十二

条までにそれぞれ定める技術上の基準（法第十一条の二第一項 の検査（以下「完成

検査前検査」という。）に係るものを除く。）に適合していると認めたときは、当該

完成検査の申請をした者に完成検査済証を交付するものとする。  

４～６ 略 

 

（完成検査前検査）  

第八条の二  法第十一条の二第一項 の政令で定める製造所、貯蔵所又は取扱所は、液

体の危険物を貯蔵し、又は取り扱うタンク（以下「液体危険物タンク」という。）を

有する製造所等（容量が指定数量以上の液体危険物タンクを有しない製造所及び一般

取扱所を除く。）とする。  

２  法第十一条の二第一項 の政令で定める工事は、液体危険物タンク（製造所又は一

般取扱所に係る工事にあつては、容量が指定数量以上の液体危険物タンク）の設置又

は変更の工事とする。  

３  法第十一条の二第一項 の政令で定める工事の工程は、次の各号に掲げる工事の工

程とし、同項 の製造所、貯蔵所又は取扱所に係る構造及び設備に関する事項で政令

で定めるものは、当該工事の工程ごとに、当該各号に定めるものとする。  

一  屋外タンク貯蔵所の液体危険物タンク（岩盤内の空間を利用する液体危険物タ

ンク（以下「岩盤タンク」という。）を除く。）で、その容量が千キロリットル以

上のものの基礎及び地盤に関する工事（底部が地盤面下にあり、頂部が地盤面以上

にある液体危険物タンクその他の特殊な構造を有するものとして総務省令で定め

る液体危険物タンク（以下この条、第八条の四及び第十一条において「特殊液体危

険物タンク」という。）にあつては、基礎及び地盤に関する工事に相当するものと

して総務省令で定める工事）の工程 当該液体危険物タンクの構造及び設備に関す

る事項のうち第十一条第一項第三号の二に定める基準（特殊液体危険物タンクにあ

つては、当該基準に相当するものとして総務省令で定める基準）に適合すべきこと

とされる事項（以下「液体危険物タンクの基礎及び地盤に関する事項」という。）  

二  前号の液体危険物タンクに配管その他の附属設備を取り付ける前の当該タンク

のタンク本体に関する工事の工程 当該液体危険物タンクの構造及び設備に関す

る事項のうち第十一条第一項第四号に定める基準（水張試験（水以外の適当な液体

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%94%aa%98%5a&REF_NAME=%96%40%91%e6%8f%5c%88%ea%8f%f0%91%e6%8c%dc%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001100000000005000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001100000000005000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001100000000005000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%94%aa%98%5a&REF_NAME=%96%40%91%e6%8f%5c%88%ea%8f%f0%82%cc%93%f1%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001100200000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001100200000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001100200000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%94%aa%98%5a&REF_NAME=%96%40%91%e6%8f%5c%88%ea%8f%f0%82%cc%93%f1%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001100200000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001100200000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001100200000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%94%aa%98%5a&REF_NAME=%96%40%91%e6%8f%5c%88%ea%8f%f0%82%cc%93%f1%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001100200000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001100200000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001100200000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%94%aa%98%5a&REF_NAME=%96%40%91%e6%8f%5c%88%ea%8f%f0%82%cc%93%f1%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001100200000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001100200000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001100200000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%94%aa%98%5a&REF_NAME=%93%af%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001100200000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001100200000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001100200000001000000000000000000
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を張つて行う試験を含む。以下同じ。）又は水圧試験に関する部分に限るものとし、

特殊液体危険物タンクにあつては、当該基準に相当するものとして総務省令で定め

る基準とする。）に適合すべきこととされる事項（以下「液体危険物タンクの漏れ

及び変形に関する事項」という。）並びに当該液体危険物タンクの構造及び設備に

関する事項のうち同項第四号の二に定める基準（同号の試験のうち真空試験その他

の総務省令で定める試験に関する部分を除くものとし、特殊液体危険物タンクにあ

つては、当該基準に相当するものとして総務省令で定める基準とする。）に適合す

べきこととされる事項（以下「液体危険物タンクの溶接部に関する事項」という。）  

三  屋外タンク貯蔵所の岩盤タンクのタンク本体に関する工事の工程 当該岩盤タ

ンクの構造及び設備に関する事項のうちタンク本体の安定性に係る基準として総

務省令で定める基準に適合すべきこととされる事項（以下「岩盤タンクのタンク構

造に関する事項」という。）  

四  液体危険物タンク（第一号及び前号に掲げるものを除く。）に配管その他の附

属設備を取り付ける前の当該タンクのタンク本体に関する工事の工程 当該液体

危険物タンクの構造及び設備に関する事項のうち第九条第一項第二十号、第十一条

第一項第四号、第十二条第一項第五号、第十三条第一項第六号、第十四条第六号、

第十五条第一項第二号、第十七条第一項第八号若しくは第二項第二号又は第十九条

第一項に定める基準（水張試験又は水圧試験に関する部分に限るものとし、アルキ

ルアルミニウム、アルキルリチウムその他の総務省令で定める危険物（以下この条

において「アルキルアルミニウム等」という。）を貯蔵し、又は取り扱う移動タン

ク貯蔵所の液体危険物タンクにあつては、第十五条第一項第二号に定める基準に相

当するものとして総務省令で定める基準とする。）に適合すべきこととされる事項  

４～５ 略  

６  完成検査前検査を受けようとする者は、総務省令で定めるところにより、市町村

長等に申請しなければならない。この場合においては、前条第二項の規定を準用する。  

７  市町村長等は、完成検査前検査を行つた結果、第三項各号に定める事項が、製造

所にあつては第九条、貯蔵所にあつては第十一条から第十五条まで、取扱所にあつて

は第十七条及び第十九条にそれぞれ定める技術上の基準（完成検査前検査に係るもの

に限る。）に適合すると認めたときは、当該完成検査前検査の申請をした者に通知（水

張検査又は水圧検査にあつては、タンク検査済証の交付）をするものとする。  

 

 

○高圧ガス保安法（昭和 26 年法律第 204 号） 

（製造の許可等）  

第五条  次の各号の一に該当する者は、事業所ごとに、都道府県知事の許可を受けなけれ

ばならない。  

一  圧縮、液化その他の方法で処理することができるガスの容積（温度零度、圧力零パス

カルの状態に換算した容積をいう。以下同じ。）が一日百立方メートル（当該ガスが政令
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で定めるガスの種類に該当するものである場合にあつては、当該政令で定めるガスの

種類ごとに百立方メートルを超える政令で定める値）以上である設備（第五十六条の七

第二項の認定を受けた設備を除く。）を使用して高圧ガスの製造（容器に充てんすること

を含む。以下同じ。）をしようとする者（冷凍（冷凍設備を使用してする暖房を含む。以下

同じ。）のため高圧ガスの製造をしようとする者及び液化石油ガスの保安の確保及び取

引の適正化に関する法律 （昭和四十二年法律第百四十九号。以下「液化石油ガス法」

という。）第二条第四項 の供給設備に同条第一項 の液化石油ガスを充てんしようとす

る者を除く。）  

二  冷凍のためガスを圧縮し、又は液化して高圧ガスの製造をする設備でその一日の冷

凍能力が二十トン（当該ガスが政令で定めるガスの種類に該当するものである場合にあ

つては、当該政令で定めるガスの種類ごとに二十トンを超える政令で定める値）以上の

もの（第五十六条の七第二項の認定を受けた設備を除く。）を使用して高圧ガスの製造

をしようとする者  

２～３ 略 

（製造のための施設等の変更）  

第十四条  第一種製造者は、製造のための施設の位置、構造若しくは設備の変更の工事を

し、又は製造をする高圧ガスの種類若しくは製造の方法を変更しようとするときは、都道府

県知事の許可を受けなければならない。ただし、製造のための施設の位置、構造又は設備

について経済産業省令で定める軽微な変更の工事をしようとするときは、この限りでない。  

２～４ 略 

 

（貯蔵所）  

第十六条  容積三百立方メートル（当該ガスが政令で定めるガスの種類に該当するもので

ある場合にあつては、当該政令で定めるガスの種類ごとに三百立方メートルを超える政令

で定める値）以上の高圧ガスを貯蔵するときは、あらかじめ都道府県知事の許可を受けて

設置する貯蔵所（以下「第一種貯蔵所」という。）においてしなければならない。ただし、第一

種製造者が第五条第一項の許可を受けたところに従つて高圧ガスを貯蔵するとき、又は液

化石油ガス法第六条 の液化石油ガス販売事業者が液化石油ガス法第二条第四項 の供

給設備若しくは液化石油ガス法第三条第二項第三号 の貯蔵施設において液化石油ガス

法第二条第一項 の液化石油ガスを貯蔵するときは、この限りでない。  

２  都道府県知事は、前項の許可の申請があつた場合において、その第一種貯蔵所の位置、

構造及び設備が経済産業省令で定める技術上の基準に適合すると認めるときは、許可を

与えなければならない。  

３ 略 

 

（完成検査）  

第二十条  第五条第一項又は第十六条第一項の許可を受けた者は、高圧ガスの製造のた

めの施設又は第一種貯蔵所の設置の工事を完成したときは、製造のための施設又は第一

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%93%f1%96%40%88%ea%8e%6c%8b%e3&REF_NAME=%89%74%89%bb%90%ce%96%fb%83%4b%83%58%82%cc%95%db%88%c0%82%cc%8a%6d%95%db%8b%79%82%d1%8e%e6%88%f8%82%cc%93%4b%90%b3%89%bb%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%93%f1%96%40%88%ea%8e%6c%8b%e3&REF_NAME=%89%74%89%bb%90%ce%96%fb%83%4b%83%58%82%cc%95%db%88%c0%82%cc%8a%6d%95%db%8b%79%82%d1%8e%e6%88%f8%82%cc%93%4b%90%b3%89%bb%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%93%f1%96%40%88%ea%8e%6c%8b%e3&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%8e%6c%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000004000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000004000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000004000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%93%f1%96%40%88%ea%8e%6c%8b%e3&REF_NAME=%93%af%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%93%f1%96%40%88%ea%8e%6c%8b%e3&REF_NAME=%89%74%89%bb%90%ce%96%fb%83%4b%83%58%96%40%91%e6%98%5a%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%93%f1%96%40%88%ea%8e%6c%8b%e3&REF_NAME=%89%74%89%bb%90%ce%96%fb%83%4b%83%58%96%40%91%e6%98%5a%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%93%f1%96%40%88%ea%8e%6c%8b%e3&REF_NAME=%89%74%89%bb%90%ce%96%fb%83%4b%83%58%96%40%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%8e%6c%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000004000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000004000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000004000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%93%f1%96%40%88%ea%8e%6c%8b%e3&REF_NAME=%89%74%89%bb%90%ce%96%fb%83%4b%83%58%96%40%91%e6%8e%4f%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80%91%e6%8e%4f%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000300000000002000000003000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000300000000002000000003000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000300000000002000000003000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%93%f1%96%40%88%ea%8e%6c%8b%e3&REF_NAME=%89%74%89%bb%90%ce%96%fb%83%4b%83%58%96%40%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%93%f1%96%40%88%ea%8e%6c%8b%e3&REF_NAME=%89%74%89%bb%90%ce%96%fb%83%4b%83%58%96%40%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000
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種貯蔵所につき、都道府県知事が行う完成検査を受け、これらが第八条第一号又は第十

六条第二項の技術上の基準に適合していると認められた後でなければ、これを使用しては

ならない。ただし、高圧ガスの製造のための施設又は第一種貯蔵所につき、経済産業省令

で定めるところにより高圧ガス保安協会（以下「協会」という。）又は経済産業大臣が指定す

る者（以下「指定完成検査機関」という。）が行う完成検査を受け、これらが第八条第一号又

は第十六条第二項の技術上の基準に適合していると認められ、その旨を都道府県知事に

届け出た場合は、この限りでない。  

２  略 

３  第十四条第一項又は前条第一項の許可を受けた者は、高圧ガスの製造のための施設

又は第一種貯蔵所の位置、構造若しくは設備の変更の工事（経済産業省令で定めるもの

を除く。以下「特定変更工事」という。）を完成したときは、製造のための施設又は第一種貯

蔵所につき、都道府県知事が行う完成検査を受け、これらが第八条第一号又は第十六条

第二項の技術上の基準に適合していると認められた後でなければ、これを使用してはなら

ない。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。  

一  高圧ガスの製造のための施設又は第一種貯蔵所につき、経済産業省令で定めるところ

により協会又は指定完成検査機関が行う完成検査を受け、これらが第八条第一号又は第

十六条第二項の技術上の基準に適合していると認められ、その旨を都道府県知事に届け

出た場合  

二  自ら特定変更工事に係る完成検査を行うことができる者として経済産業大臣の認定を

受けている者（以下「認定完成検査実施者」という。）が、第三十九条の十一第一項の規定

により検査の記録を都道府県知事に届け出た場合  

４～５ 略 

 

（保安検査）  

第三十五条  第一種製造者は、高圧ガスの爆発その他災害が発生するおそれがある製造

のための施設（経済産業省令で定めるものに限る。以下「特定施設」という。）について、経

済産業省令で定めるところにより、定期に、都道府県知事が行う保安検査を受けなければ

ならない。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。  

一  特定施設のうち経済産業省令で定めるものについて、経済産業省令で定めるところに

より協会又は経済産業大臣の指定する者（以下「指定保安検査機関」という。）が行う保

安検査を受け、その旨を都道府県知事に届け出た場合  

二  自ら特定施設に係る保安検査を行うことができる者として経済産業大臣の認定を受け

ている者（以下「認定保安検査実施者」という。）が、その認定に係る特定施設について、

第三十九条の十一第二項の規定により検査の記録を都道府県知事に届け出た場合  

２  前項の保安検査は、特定施設が第八条第一号の技術上の基準に適合しているかどうか

について行う。  

３～４ 略  
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（認定の更新）  

第三十九条の八  第二十条第三項第二号及び第三十五条第一項第二号の認定は、五

年以上十年以内において政令で定める期間ごとにその更新を受けなければ、その期間の

経過によつて、その効力を失う。  

２  第三十九条の二、第三十九条の三並びに前条第一項及び第二項の規定は、第二十

条第三項第二号の認定の更新に準用する。  

３  第三十九条の四、第三十九条の五並びに前条第三項及び第四項の規定は、第三十

五条第一項第二号の認定の更新に準用する。  

 

 

○高圧ガス保安法施行令（平成９年政令第 20 号） 

 

（完成検査等に係る認定の有効期間）  

第十条  法第三十九条の八第一項 の政令で定める期間は、五年とする。  

 

 

○ボイラー及び圧力容器安全規則 （昭和 47 年労働省令第 33 号） 

第三十七条  ボイラー検査証の有効期間は、一年とする。  

２  前項の規定にかかわらず、構造検査又は使用検査を受けた後設置されていない移動式

ボイラーであつて、その間の保管状況が良好であると都道府県労働局長が認めたものに

ついては、当該移動式ボイラーの検査証の有効期間を構造検査又は使用検査の日から起

算して二年を超えず、かつ、当該移動式ボイラーを設置した日から起算して一年を超えな

い範囲内で延長することができる。 

  

（性能検査等）  

第三十八条  ボイラー検査証の有効期間の更新を受けようとする者は、当該検査証に係る

ボイラー及び第十四条第一項各号に掲げる事項について、法第四十一条第二項 の性能

検査（以下「性能検査」という。）を受けなければならない。  

２  法第四十一条第二項 の登録性能検査機関（以下「登録性能検査機関」という。）は、前

項の性能検査に合格したボイラーについて、そのボイラー検査証の有効期間を更新するも

のとする。この場合において、性能検査の結果により一年未満又は一年を超え二年以内の

期間を定めて有効期間を更新することができる。  

 

（性能検査を受けるときの措置）  

第七十五条  第一種圧力容器に係る性能検査を受ける者は、第一種圧力容器を冷却し、掃

除し、その他性能検査に必要な準備をしなければならない。ただし、所轄労働基準監督署

長が認めた第一種圧力容器については、冷却及び掃除をしないことができる。  

２ 略 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%93%f1%81%5a%8e%6c&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%4f%8f%5c%8b%e3%8f%f0%82%cc%94%aa%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000003900800000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000003900800000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000003900800000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%8e%b5%96%40%8c%dc%8e%b5&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%6c%8f%5c%88%ea%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000004100000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000004100000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000004100000000002000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%8e%b5%96%40%8c%dc%8e%b5&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%6c%8f%5c%88%ea%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000004100000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000004100000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000004100000000002000000000000000000
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参考資料２ 
 

危険物施設の変更工事に係る 
完成検査等について 

（平成 11 年消防危第 22 号） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

消 防 危 第 22 号 

平成 11年３月 17日 

各都道府県消防主管部長 殿 

 

 

消防庁危険物規制課長 

 

 

危険物施設の変更工事に係る完成検査等について 

 

 

消防法（以下「法」という。）においては、製造所等の位置、構造及び設備を変更する時は、

当該変更につき法第１１条第２項に規定する市町村長等（以下「市町村長等」という。）の許可

を受けるとともに、工事完成後に市町村長等が行う完成検査を受け、製造所等が法第１０条第

４項の技術上の基準に適合していると認められた後でなければ、これを使用してはならないと

されている。 

近年の危険物施設を有する事業所における自主保安の進展状況及び市町村長等における危

険物規制に係る事務の簡素化、省力化等の必要性の観点から、「規制緩和推進計画の再改訂につ

いて」（平成９年３月２８日閣議決定）において、一定の要件を満たす危険物の製造・貯蔵施設

等の変更工事に伴う完成検査又は完成検査前検査（以下「完成検査等」という。）に関し、自主

的な検査を適切に行うことができると認められる者について所要の検討を行うこととされたと

ころである。 

このため、消防庁では、この制度のあり方について、安全性を損なわないことを前提に検討

を行ってきたところであるが、今般、工事管理を含む保安のための優れた体制を有することが

実績からも明らかであると認められる事業所が行う一定の変更工事（変更許可に係る工事をい

う。以下同じ。）について、市町村長等は事業所の自主検査結果を活用して完成検査等を実施す

ることができることとしたので、下記の通り運用されたい。 

ついては、貴管内の市町村に対してもこの旨周知され、その運用に遺漏のないようよろしく

ご配慮願いたい。 

 

記 

 

１ 制度の仕組み 

（１） 石油コンビナート等災害防止法（昭和５０年法律第８４号）第２条第２号に規定する

石油コンビナート等特別防災区域内等の事業所のうち、市町村長等が、工事管理を含む

保安のための優れた体制を有することが実績からも明らかであると認める事業所（以下

「認定事業所」という。）については、当該事業所が行う危険物施設の特定の変更工事に

係る完成検査等について、当該市町村長等は当該事業所の自主検査結果を活用して、現

地に赴かずに完成検査等を実施して差し支えないものであること。 

（２） 現地に赴かずに、自主検査結果を活用して完成検査等を実施して差し支えないのは、



 

認定事業所が実施する次の変更工事とすること。 

ア 完成検査 

次の①～⑥に係る変更工事（ただし、下枠内の ａ～ｃに該当するものを除く。） 

① 建築物及び工作物 

② タンク（タンク本体、附属設備、防油堤等） 

③ 危険物取扱機器、配管等 

④ 消火設備（第１種、第２種又は第３種の消火設備の新設又は増設（防護区域の拡大を

伴うものに限る。）を除く。） 

⑤ 警報設備（自動火災報知設備の新設又は増設（警報区域の拡大を伴うものに限る。）を

除く。） 

⑥ その他（電気設備、制御設備、標識・掲示板等） 

 

ａ 保安距離又は保有空地に変更を伴うもの 

ｂ 容量１,０００キロリットル以上のタンク本体の工事（特定屋外貯蔵タンクのタンク

本体の工事を除く。） 

ｃ 次の項目に該当するものとして、市町村長等が変更許可に際して特に指示するもの 

・ 製造プロセスに著しい変更をもたらすもの又は製造施設の処理能力に著しい増加をも

たらすもの（容量１０キロリットル以上の２０号タンクが新設されるもの等） 

・ 当該変更工事に危険物の規制に関する政令第２３条を適用したもの（特に一般的でな

いもの） 

・ 法令適用基準の変更を伴うもの（一般の基準から、高引火点危険物に係る特例基準に

基準の適用を変更する場合等） 

 

イ 完成検査前検査の対象となる変更工事 

容量１，０００キロリットル未満のタンクの水張（水圧）試験を要する変更工事 

（３） 事業所について、市町村長等が認定事業所と認めるに当たっては、別添１に定める手

続き等によられたいこと。 

（４） 自主検査結果を活用して完成検査等を行う場合には、別添２に定める手続き等によら

れたいこと。 



 

２ 留意事項 

（１） 部分的な自主検査 

市町村長等は、認定事業所の希望により、変更工事（上記１（２）に示す変更工事に

該当するものに限る。（２）において同じ。）の一部のみについて、自主検査結果を活用

して完成検査等を行うこともできるものであること。 

（２） 市町村長等の現地検査 

市町村長等は、認定事業所において行われる変更工事であっても、必要があると認め

る場合には、現地に赴き完成検査等を実施することができるものであること。 

 



 

別添１ 

市町村長等が事業所を認定するための手続き等について 

 

事業所について、市町村長等が認定事業所と認めるための手続き等は、以下によられたい。 

 

１ 認定の申請を受理することができる事業所 

市町村長等が認定の申請を受理することができる事業所は、石油コンビナート等災害防止

法（昭和５０年法律第８４号）第２条第２号に規定する石油コンビナート等特別防災区域内

又はこれらの区域と同等の防災上の措置がなされているものとして認められる区域内にあ

り、かつ、次の各号に該当しないものであること。 

（１） 当該事業所に設置されている危険物施設の使用を開始した日から２年経過していない

もの 

（２） 当該事業所に設置されている危険物施設において、次の事故が発生してから２年を経

過していないもの 

ア 死者が１名以上又は重傷者が２名以上発生した火災、爆発、漏洩等の事故 

イ 社会的影響が大きいと認められる事故（危険物施設以外に大量に危険物が漏洩した

事故、周辺住民への避難勧告を伴った事故等） 

（３） 法第３章に規定する市町村長等の命令（法第１２条の３に規定する緊急使用停止命令

を除く。）を受けて、当該命令に係る改善措置を講じた日から２年を経過していないもの 

（４） 下記３（５）により認定を取り消した日から２年を経過していないもの 

 

２ 認定に係る審査基準等 

市町村長等は、事業所が下記（１）の審査項目について、下記（２）の審査基準に適合し

ている場合には、当該事業所を認定事業所と認めるものであること。 

（１） 審査項目 

ア 事業所等の保安体制 

① 本社における保安体制 

② 事業所における保安体制 

イ 自主検査体制 

ウ 事業所の保安実績 

① 事故の状況 

② 立入検査時の指摘状況 

③ 完成検査及び完成検査前検査の際の指摘状況 

これらの項目の詳細については、別紙１－１に示す。 

（２） 審査基準 

上記（１）に掲げる審査項目に対応する審査基準を別紙１－２に示す。 

 

３ 認定の手続き等 

（１） 認定の手続 

市町村長等は、認定を希望する事業所からの申請を受けて、上記２に基づき認定を実



 

施するものであること。 

なお、複数の事業所について工事管理を含めた保安業務が一体となっているもの（合

同事業所）については、１の事業所として申請を受けることができるものであること。  

申請の際、認定を受けようとする事業所が提出する書類は、認定の審査に必要な事項

が記載されていればよく、一定の様式とする必要はないこと。また、新たな資料として

作成する必要はなく、既存の資料を活用して差し支えないこと。 

なお、規程、マニュアル等については、現地調査で確認すること。 

（２） 危険物保安技術協会の実施する事前審査 

危険物保安技術協会では、事前審査委員会を設けて当該認定に係る事前審査を行うこ

ととしていること。 

認定を受けようとする事業所が認定申請時に事前審査の結果を添付した場合には、市

町村長等は、当該事前審査の結果を活用し、当該認定に係る審査事務の迅速化及び簡素・

合理化を図ることができること。 

事前審査を活用する場合の手続きの流れを別紙１－３に示す。 

（３） 認定の有効期限及び認定の更新 

認定の有効期間は、５年間とすること。認定事業所が認定の有効期間の経過後も継続

して認定を受けようとするときは、市町村長等に認定の更新の申請を行うものであるこ

と。市町村長等が認定の更新を実施するにあたっては、上記（１）及び（２）を準用す

ること。 

（４） 変更の認定 

認定を受けた後に、認定事業所が審査項目に係る保安体制等を変更しようとする場合

には、市町村長等は変更の認定を行うものであること。ただし、保安体制等に影響を及

ぼさない範囲での人員の交代等軽微な変更についてはこの限りでない。 

変更の認定にあたっては、上記（１）及び（２）を準用すること。 

変更の認定を受けた場合においても、当該変更の認定に係る認定の有効期間は従前の

通りであること。 

（５） 認定の取り消し 

市町村長等は、認定事業所が次に掲げる事由の一つに該当すると認めるときは認定を

取り消すことができるものであること。 

ア 上記１に規定する認定の申請を受理することができる事業所の要件に適合しなくな

ったとき 

イ 上記２（２）に規定する認定に係る審査基準（上記２（１）ア及びイに係る部分に

限る。）に適合しなくなったとき 

ウ 認定事業所が上記（４）に規定する認定を受けずに審査項目に係る保安体制等（保

安体制等に影響を及ぼさない範囲での人員の交代等軽微な変更等を除く。）を変更した

場合 



 

別紙１－１ 

 

事業所認定の審査項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別紙１－２ 

 

事業所認定の審査基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 自主検査体制について 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 事業所の保安実績について 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別紙１－３ 

 

事前審査を活用する場合の手続きの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別添２ 

完成検査等の手続等 

 

１ 完成検査の方法 

（１） 自主検査結果報告書（完成検査用）等の内容 

市町村長等は、認定事業所が記の１（２）アに規定する変更工事に該当する工事に係

る完成検査について自主検査結果の活用を希望する場合には、完成検査申請時に、次の

内容の書類を提出させること。 

ア 認定事業所が実施した自主検査により、変更許可どおりに変更工事が完了している

ことを証明する書類（以下「自主検査結果報告書（完成検査用）」という。（別紙２－

１に例を示す。）） 

イ 当該完成検査に関係する技術基準について、検査項目及び検査結果が確認できるチ

ェックリスト（以下「チェックリスト」という。） 

（２） 自主検査結果報告書（完成検査用）等の活用方法等 

完成検査に係る各手続きにおける自主検査結果報告書（完成検査用）等の活用方法は、

次の通りであること。なお、当該手続きの流れを別紙２－２に示す。 

ア 変更許可申請時 

自主検査結果報告書（完成検査用）の円滑な活用を図るため、認定事業所が完成検

査申請時に提出するチェックリストに自主検査を行う項目を明らかにしたうえで、変

更許可申請時に申請書とともに提出させ、あらかじめ確認しておくこと。この場合に

おいて、当該チェックリストは、検査該当項目のみが明確にされていれば足りるもの

であること。 

イ 完成検査申請時 

認定事業所に対し、完成検査申請時に申請書とともに、自主検査結果報告書（完成

検査用）及びチェックリストを提出させること。 

ウ 完成検査時 

市町村長等は、認定事業所から提出された自主検査結果報告書（完成検査用）及び

チェックリストを活用して、現地に赴かずに完成検査を実施し、基準に適合している

と認められる場合は、迅速に完成検査済証を交付すること（午前中に完成検査の申請

があった場合は、完成検査を実施し、当該申請のあった日に完成検査済証を交付する

よう努めること）。 

 

２ 完成検査前検査の方法 

（１） 自主検査結果報告書（完成検査前検査用）等の内容 

市町村長等は、認定事業所が記の１（２）イに規定する変更工事に該当する工事に係

る完成検査前検査について自主検査結果の活用を希望する場合には、完成検査前検査申

請時に、認定事業所が実施した自主検査により、変更工事に係る液体危険物タンクが水

張（水圧）試験に関する基準に適合していることを証明する書類（以下「自主検査結果

報告書（完成検査前検査用）」という。（別紙２－３に例を示す。））を提出させること。 

 



 

（２） 自主検査結果報告書（完成検査前検査用）等の活用方法等 

完成検査前検査に係る各手続きにおける自主検査結果報告書（完成検査前検査用）の

活用方法は、次の通りであること。なお、当該手続きの流れを別紙２－４に示す。 

ア 変更許可申請時 

認定事業所に対し、変更許可申請時に申請書の「その他の必要な事項」欄に完成検

査前検査において自主検査結果を活用する旨明記させること。 

イ 完成検査前検査申請時 

認定事業所に対し、完成検査前検査申請時に、自主検査結果報告書（完成検査前検

査用）を提出させること。 

ウ 完成検査前検査時 

市町村長等は、認定事業所から提出された自主検査結果報告書（完成検査前検査用）

を活用して、現地に赴かずに完成検査前検査を実施し、迅速にタンク検査済証を交付

すること。 



 



 



 



 

 



 
 
 

参考資料３ 
 

認定事業所における完成検査済証交付の

一層の迅速化について 
（平成 21 年消防危第 207 号） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



消 防 危 第 2 0 7 号  

平成 21 年 11 月 20 日 

 

 

各都道府県消防防災主管部長 

東京消防庁・各指定都市消防長 

 

 

消防庁危険物保安室長 

 

 

 

認定事業所における完成検査済証交付の一層の迅速化について 

 

 

市町村長等が、工事管理を含む保安のための優れた体制を有することが実績からも

明らかであると認められる事業所（以下「認定事業所」という。）が行う危険物施設の

変更工事について、市町村長等が認定事業所の自主検査結果を活用して、現地に赴か

ずに完成検査等を実施することができる制度については、「危険物施設の変更工事に係

る完成検査等について」（平成 11年３月 17 日付け消防危第 22 号）により運用をお願

いしてきたところです。 

また、認定事業所における完成検査済証の迅速な交付については、「「危険物施設の変

更工事に係る完成検査等について」の一部改正について」（平成20年１月28日付け消防

危第16号）により午前中の申請については、即日交付するよう努めることとされたとこ

ろですが、「規制改革推進のための３か年計画（再改訂）」（平成21年３月31日閣議決定）

において、危険物施設の変更工事等に係る完成検査等においては、事業者の負担を軽減

するため、市町村等における実態を踏まえながら、安全の確保を前提に、認定事業所に

おける完成検査済証交付の迅速化の推進に一層努めることとされました。 

 先般、認定事業所における完成検査済証交付の迅速化のための具体的な取組事例に

ついて調査を行い、その結果を別紙のとおりとりまとめましたので、御参考の上、認

定事業所における完成検査済証交付の迅速化の推進に一層努められるようお願いしま

す。 

 各都道府県消防防災主管部長におかれましては、この旨を貴都道府県内の市町村に

対して、周知されるようお願いします。 

 なお、本通知は、消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号）第 37 条の規定に基づく助

言として発出するものであることを申し添えます。 

 

 

 

 

 

 

 

（連絡先） 

消防庁危険物保安室 

担当：明田・妙中 

ＴＥＬ 03－5253－7524 

ＦＡＸ 03－5253－7534 

殿 

009612
タイプライターテキスト



別紙 

 

完成検査済証の迅速な交付のための取組事例 

 

即日交付の要件

の明確化 

以下の要件で申請された場合、完成検査済証の即日交付に努めるこ

ととした。 

①認定事業者が完成検査等の申請前日までに当該申請を行う旨の連

絡を行うこと。 

②認定事業者は申請すると連絡した当日の午前11時までに申請手続

きを行うこと。 

FAX 等の通信機

器の利用 

完成検査済証の交付に係る手続について、認定事業所から完成検査

結果記録のＦＡＸ等による送付があれば、内容を確認後、審査合格

であれば迅速に完成検査済証（公印を押印したもの）を作成し、同

事業所にＦＡＸ送付する。ＦＡＸ送付を受けた事業所は、その時点

から使用開始することができる。 

なお、完成検査結果記録については、検査管理組織等が活用されて

いることが明らかであるもの（組織内での稟議がされているもの等）

であり、後日、完成検査結果記録を提出させ、完成検査済証を交付

することとしている。 

決裁ルートの明

確化・簡素化 

後閲及び代決を活用することや決裁権者への事前説明などを行い、

交付手続の迅速化を図っている。 

 



 
 
 

参考資料４ 
 

高圧ガス保安法に基づく認定完成検査 
実施者等の認定取消事例について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



高圧ガス保安法に基づく認定完成検査実施者等の認定取消事例について 

 

 高圧ガス保安法第３９条の１２第１項の規定に基づき、認定完成検査実施者及び認定保

安検査実施者の認定が取り消された事例は以下のとおり。 （厚生労働省「ボイラー等の

自主検査制度の導入の可否に関する検討会」資料及び経済産業省プレス発表資料から

確認。） 

 

(1) 東ソー（株）四日市事業所 平成 15 年 6 月 13 日 

（取消事由）  自主保安検査の際、認定施設の一部について、法令により実施すること

とされている肉厚測定を実施しなかったにもかかわらず、これを実施したと

する虚偽の内容の検査の記録を届け出たこと 

 検査組織及び検査管理組織が検査及び検査管理を適切に実施していな

いこと。 

（完成検査の認定も取消） 

 
 

(2) 新日本石油精製（株）麻里布製油所 平成 15 年 6 月 13 日 

（取消事由）  自主保安検査の際、認定施設の全部について、法令により実施すること

とされている肉厚測定、気密試験、耐圧試験（開放検査）を一部を除いて実

施しなかったにもかかわらず、これを実施したとする虚偽の内容の検査記

録を届け出たこと。 

 検査組織及び検査管理組織が検査及び検査管理を適切に実施していな

いこと。 

（完成検査の認定も取消） 

 
 

(3) 新日本石油精製（株）大阪製油所 平成 15 年 6 月 13 日 

（取消事由）  自主保安検査の際、認定施設の一部について、法令により実施すること

とされている肉厚測定、気密試験、耐圧試験（開放検査）を一部を除いて実

施しなかったにもかかわらず、これを実施したとする虚偽の内容の検査記

録を届け出たこと。 

 検査組織及び検査管理組織が検査及び検査管理を適切に実施していな

いこと。 

（完成検査の認定も取消） 

 
 

(4) 三井化学（株）大阪工場 平成 15 年 10 月 03 日 

（取消事由）  自主保安検査の際、認定施設の一部について、法令により実施すること

とされている肉厚測定、耐圧試験（開放検査）を一部を除いて実施しなかっ

たにもかかわらず、これを実施したとする虚偽の内容の検査記録を届け出

たこと。 



 検査組織及び検査管理組織が検査及び検査管理を適切に実施していな

いこと。 

（完成検査の認定も取消） 

 
 

(5) 日本ゼオン（株）徳山工場 平成 15 年 11 月 21 日 

（取消事由）  自主保安検査の際、認定施設の一部について、法令により実施すること

とされている緊急遮断弁に対する保安検査（作動試験及び漏洩試験）の一

部を実施しなかったにもかかわらず、検査が適正に実施されたとする虚偽

の内容の検査記録を届け出たこと。 

 検査組織及び検査管理組織が検査及び検査管理を適切に実施していな

いこと。 

 
 

(6) 日本ゼオン（株）水島工場 平成 15 年 11 月 21 日 

（取消事由）  自主保安検査の際、認定施設の一部について、法令により実施すること

とされている保安検査（肉厚測定）の一部を実施しなかった（特に、一部機

器については、検査台帳上に記載されず、検査対象機器から脱落してい

た）にもかかわらず、検査が適正に実施されたとする虚偽の内容の検査記

録を届け出たこと。 

 検査組織及び検査管理組織が検査及び検査管理を適切に実施していな

いこと。 

（完成検査の認定も取消） 

 
 

(7) 協和油化（株）千葉工場 平成 15 年 12 月 12 日 

（取消事由）  自主保安検査の際、認定施設について、法令により実施することとされて

いる保安検査（耐圧試験（開放検査）、肉厚測定、安全弁の作動試験及び

圧力計の検査）の一部を実施しなかった（特に、全ての配管の肉厚測定に

ついては、検査台帳上に記載されず、検査対象から脱落していた）にもか

かわらず、検査が適正に実施されたとする虚偽の内容の検査記録を届け

出たこと。 

 検査組織及び検査管理組織が検査及び検査管理を適切に実施していな

いこと。 

 
 

(8) 協和油化株式会社四日市工場 平成 15 年 12 月 12 日 

（取消事由）  自主保安検査の際、認定施設について、法令により実施することとされて

いる保安検査（耐圧試験（開放検査）、肉厚測定、気密試験並びに圧力計

及び温度計の検査）の一部を実施しなかった（特に、圧力計５台及び温度

計４本については、検査台帳上に記載されず、検査対象から脱落してい

た）にもかかわらず、検査が適正に実施されたとする虚偽の内容の検査記



録を届け出たこと。 

 検査組織及び検査管理組織が検査及び検査管理を適切に実施していな

いこと。 

 
 

(9) 旭化成ケミカルズ（株）水島製造所Ｂ地区 平成 16 年 1 月 23 日 

（取消事由）  自主保安検査の際、認定施設の一部について、法令により実施すること

とされている保安検査（肉厚測定、耐圧試験（開放検査））の一部を実施し

なかったにもかかわらず、検査が適正に実施されたとする虚偽の内容の検

査記録を届け出たこと。 

 検査組織及び検査管理組織が検査及び検査管理を適切に実施していな

いこと。 

（完成検査の認定も取消） 

 
 

(10) 旭化成ケミカルズ（株）水島製造所Ｃ地区 平成 16 年 1 月 23 日 

（取消事由）  自主保安検査の際、認定施設の一部について、法令により実施すること

とされている保安検査（肉厚測定、耐圧試験（開放検査））の一部を実施し

なかったにもかかわらず、検査が適正に実施されたとする虚偽の内容の検

査記録を届け出たこと。 

 検査組織及び検査管理組織が検査及び検査管理を適切に実施していな

いこと。 

（完成検査の認定も取消） 

 
 

(11) 旭化成ケミカルズ（株）川崎製造所 平成 16 年 1 月 23 日 

（取消事由）  自主保安検査の際、認定施設の一部について、法令により実施すること

とされている保安検査（耐圧試験（開放検査）、肉厚測定、気密試験）の一

部を実施しなかったにもかかわらず、検査が適正に実施されたとする虚偽

の内容の検査記録を届け出たこと。 

 検査組織及び検査管理組織が、検査及び検査管理を適切に実施してい

ないこと。 

（完成検査の認定も取消） 
 

(12) コスモ石油（株）千葉製油所 平成 18 年 9 月 19 日 

（取消事由）  爆発・火災事故を起こしたことなど。 

（千葉、四日市、堺、坂出の同社の全４製油所について、無許可工事にとも

なう完成検査の不備（都道府県知事への記録の届出の不実施）があったこ

となどから完成検査の認定を取消） 

 
 

 

 



（13）三菱化学（株）鹿島事業所                       平成２０年 ２月 15 日 

   （取消事由） 平成 19年 12月 21日に発生した火災事故において、事業所の保安体制

に係る認定基準への不適合があったことが認められたため。 

（完成検査の認定も取消） 

 

（14）コスモ石油（株）千葉製油所                      平成 23 年 ６月 30 日 

   （取消事由） ①３月 11 日に発生した火災・爆発事故により、重傷者１名、軽傷者５名

の負傷者を出したほか、製油所外での火災を引き起こすなどの災害が

発生したことなど。 

            （完成検査の認定も取消） 

 

計 14 事業場 

 







 
 
 

参考資料６ 
 

労働安全衛生法に基づくボイラー等の 
連続運転認定事業者の認定取消事例 

について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



労働安全衛生法に基づくボイラー等の連続運転認定事業者の認定取消事例について 

 

ボイラー等の連続運転認定要領に基づく事業場の連続運転認定の取消事例については、

以下のとおり。（厚生労働省「ボイラー等の自主検査制度の導入の可否に関する検討会」

より確認。）  

 

(1) 三菱化学（株）鹿島事業所 平成 11 年 7 月 5 日 

（取消事由） コンビナートプラントの蒸気配管漏洩箇所の補修作業中、超高圧蒸気管が

破裂し、８名が負傷したこと。 

 
 

(2) 興亜石油（株）大阪製油所（現 新日本石油精製） 平成 12 年 12 月 28 日 

（取消事由） 廃熱ボイラーの煙道出口付近で爆発事故を起こしたこと。 

  
 

(3) 宇部興産（株）宇部ケミカル工場 平成 14 年 3 月 26 日 

（取消事由） フェノール反応液が漏洩した特定化学設備に、計測装置及び自動警報装

置が設けられていなかったこと。 

 
 

(4) 日本ポリウレタン工業（株）南陽工場 平成 14 年 3 月 26 日 

（取消事由） ホスゲン中毒災害で、労働者５名を漏洩現場から退避させず、ホスゲンを

吸入した労働者に緊急健康診断を行わなかったこと。 

 
 

(5) 東亜石油（株）京浜製油所扇町工場 平成 15 年 3 月 14 日 

（取消事由） 水管式ボイラーの過熱器管が破裂したこと。 

  
 

(6) 東ソー（株）四日市事業所 平成 15 年 9 月 10 日 

（取消事由） 事業場が保全管理基準として定めたボイラー等の肉厚測定の未実施、測

定結果の虚偽記載を行ったこと。 

 
 

(7) 日本ゼオン（株）徳山工場 平成 15 年 12 月 24 日 

（取消事由） Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミドのタンクの定修作業で、労働者８名が有機溶

剤中毒となったこと。 

 
 

(8) 新日本石油精製（株）麻里布製油所 平成 16 年 8 月 10 日 

（取消事由） 認定後に行われた性能検査において、認定されたボイラーが条件付き合

格となったこと。 

 
 

(9) 関西電力（株）関西国際空港エネルギーセンター 平成 16 年 9 月 10 日 

（取消事由） 保全管理基準として定めた点検項目の省略、点検周期の延長等につい



て、所轄署長の変更認定を受けなかったこと。 

 
 

(10) 協和発酵ケミカル（株）千葉工場 平成 17 年 5 月 26 日 

（取消事由） 保全管理基準として定めた保全管理従事者数の減少について、所轄署長

の変更認定を受けなかったこと。 

 
 

(11) 新日本石油精製（株）水島製油所 平成 17 年 8 月 1 日 

（取消事由） 重油直接脱硫装置の定期修理工事のため、オフガス配管に閉止板の挿入

作業を行ったところ、バルブの閉止が不十分であったため硫化水素ガスが

漏洩し、１名が中毒となったこと。 

 
 

(12) （株）神戸製鋼所加古川製鉄所 平成 18 年 3 月 23 日 

（取消事由） 発電用ボイラーの炉内で爆発が発生し、水冷壁管が破損して水蒸気が噴

出、近くを通行中の労働者１名がそれを浴びて死亡したこと。 

 
 

(13) 太陽石油（株）四国事業所 平成 18 年 6 月 28 日 

（取消事由） 原油貯蔵タンク内で火災が発生し、関係請負人の労働者を含む作業員５

名が死亡、作業員２名と事業主１名が負傷したこと。 

 
 

(14) （株）日本触媒姫路製造所 平成 18 年 8 月 21 日 

（取消事由） 水管ボイラーの炉内で爆発が発生したこと。 

  
 

(15) コスモ石油（株）千葉製油所  

（取消事由） 廃熱ボイラーについて、大規模な変更を行いながら、ボイラー及び圧力容

器安全規則に規定する製造時検査等の手続を経ることなく継続して使用し

ていたこと。 

 
 

（16）東ソー（株）南陽事業所                      平成 19 年 ２月 14 日 

   （取消事由）塩化ビニルモノマー製造施設に設置されたストレーナ内部のフィルタが目

詰まりしたため、当該フィルタを清掃しようとストレーナの蓋のボルトを取り外す作業を行っ

ていたところ、火炎が吹き出し、作業者３名が火傷を負ったこと。 

 

 

計 16 事業場 



 
 
 

参考資料７ 
 

危険物に係る事故の報告について（抜粋） 
（平成 15 年消防危第 85 号・消防特第 175 号） 

 



消防危第 ８５ 号

消防特第 １７５ 号

平成１５年８月１９日

各都道府県消防防災主管部長 殿

消防庁危険物保安室長

特殊災害室長

「危険物に係る事故及びコンビナート等特別防災区域における事故

の報告」の改正について

標記のことについては、「「危険物製造所等及びコンビナート等特別防災区

域における事故の報告」の改正について」（平成８年６月１２日付け消防危第

７４号・消防特第８６号。以下「平成８年通知」という。）によりお願いして

きたところですが、この度、報告に係る取扱いを下記のとおり改正することと

しましたので、平成１５年７月１日以降の事故につきましては、本通知に基づ

き報告をお願いします。

また、貴都道府県の市町村に対しても、この旨周知されるようお願いします。

記

第１ 改正の概要

１ 改正の趣旨

危険物施設の事故防止に資するため、事故報告の方法について以下の観点

から見直しを行うものである。

(1) 的確な事故分析に基づく事故防止対策の推進

(2) 報告内容の正確性・統一性の向上



(3) 事故報告から公表までの作業の簡素化・迅速化

２ 主な改正点

(1) 報告項目の追加等

平成８年通知の報告様式を一部変更するとともに、近年事故件数が多い、

又は事故発生率が高い危険物施設の事故について、報告項目を追加したこ

と。

ア 平成８年通知の報告様式の一部変更

(ｱ) 施設装置

｢施設装置｣欄の「名称」及び「番号」に無機化学工業の施設装置名称

及びコード番号を追加したこと。

(ｲ) 事故発生時の従業員の作業状況

「発生時」の「作業状況」欄に「原料仕込み中」を追加したこと。

(ｳ) 発生施設規制区分等

「発生施設規制区分等」欄の「製造・貯蔵・取扱・運搬」の区分に

対応する「設置形式等」の内容を変更したこと。

(ｴ) 取扱者の概要

「取扱者の概要」について、従前の報告書式から「人的要因用」報

告様式に記入欄を移動したこと。

(ｵ) 人的被害

「人的被害」の欄に「中等症者数」を追加したこと。a
４８時間を越え３０日以内に死亡した者を「重傷」欄に括弧書きでb

記入するようにしていたものを、死亡欄に記入することとしたこと。

(ｶ) 関係機関、自衛防災・消防組織等の出動状況

「関係機関、自衛防災・消防組織等の出動状況」欄にヘリコプター

用の記入欄を設けたこと。

イ 報告項目の追加

(ｱ) 項目を追加する事故

項目を追加する事故 項目を追加する事故の内容
種別

火災 ・人的要因（誤操作、管理不十分、監視不十
分、確認不十分、不作為）
・放火等

漏えい ・腐食疲労等劣化
・交通事故（移動タンク貯蔵所の単独事故に
限る。）



(ｲ) 追加する報告項目の内容

事故種別・原因 追加した項目

人的要因 「誤った行為を行った（不作為の場合は正

しい行為を行わなかった）理由」、「取扱者

火 の作業の経験年数」、｢直近の保安講習日｣、

「保安教育の内容」、「作業の状況」

災

放火等 「放火箇所」、「発火源、着火物」、「管

理状況、安全対策」、「周辺環境及び過去の

状況」

腐食疲労等劣化 「漏えい部位の詳細」、｢漏えい部位の使

用年数｣、「直近の点検内容」、「腐食疲労

漏 等劣化原因の状況」

え

い 交通事故 「事故を発生させた車両の詳細」、「道路

状況」、「乗務経験年数」、｢連続運転時

間｣、「積載状況」、｢消防隊が積荷の品名等

を特定した方法｣、「イエローカードの有

無」、「「危」の標識の有無」、「移動貯蔵

タンクの状況」、「運行の状況」

(2) 記入要領の充実

記入要領について、記入すべき項目、記入例などの解説を充実させたこ

と。

(3) 電子ファイルによる報告の原則

事故報告は、原則として電子ファイル（エクセルファイル）により作成

・報告すること。（第２．２参照）

第２ 改正後における報告の方法

１ 報告の対象



（ ）危険物に係る事故1
ア 製造所等の事故

イ 仮貯蔵・仮取扱いに伴う事故

ウ 無許可施設の事故

エ 危険物輸送・運搬中の事故

（ ）石油コンビナート等特別防災区域における事故2
石油コンビナート等災害防止法第15条に規定する特定防災施設の破損

（亀裂、損傷、破損等を含む）及び同法第23条に規定する異常現象に該当

するもの

＊「異常現象の範囲について」（昭和59年7月13日 消防地第158号）を参

照のこと

２ 報告様式

原則として電子ファイル（別紙１）により報告する。ただし、電子化の状

況等により電子ファイルによる報告が困難な場合には、書面（別紙２）にて

報告することとしてさしつかえない。

また、添付する図面などについても、可能な範囲で電子ファイルにより報

告する。

３ 報告書の記入要領

別紙３の要領に従い記入する。

なお、電子ファイルにより作成する場合、１つの事故で１つのファイルを

作成することとし、複数の事故を１つのファイルで作成することはしない。

また、電子ファイルにより報告する場合の留意事項については、別紙４を参

照すること。

４ 提出方法

報告は、当該事故の発生した地域の属する市町村が都道府県を通じて行(1)
うこと。

また、２以上の市町村にまたがって発生した上記３の事故は、この事故

を主として防ぎょした市町村又はこれらの事故があったことについて報告

を受けた市町村が都道府県を通じて行うこと。

電子データによる報告の場合は、フロッピーディスク、ＭＯディスク、(2)
ＣＤ－ＲＯＭのいずれかにより都道府県でまとめて報告すること。なお、

電子データで報告する場合は、紙媒体による報告は不要とすること。

様式の記載事項で、事故原因等調査中のものがある場合は、その旨記載(3)
し、調査事項が判明次第追って報告すること。



各都道府県毎に事故種別、日付順で取りまとめのうえ、消防庁に報告す(4)
ること。

電子データは１つの事故で１つのファイルを作成することとし、ファイ(5)
ル名は都道府県名、上半期又は下半期、一連番号を記入すること。

（記入例 埼玉 下半期分 ③）

報告書は必ず一覧表を作成し、電子データの有無を記入すること。(6)
（記入例 別紙５参照）

５ 報告の期日

報告は年２回とし、１月から６月までのものは７月末までに、７月から１

２月までのものは翌年の１月末までに報告する。

また、事故の報告期間中において事故がない場合は、報告期日までにその

旨を報告する。

第３ その他

１ 本通知は、平成１５年７月以降の事故報告について適用する。

２ 本通知の発出に伴い、次に掲げる通知は廃止する。

・「「危険物製造所等及びコンビナート等特別防災区域における事故の

報告」の改正について」（平成８年６月１２日付け消防危第７４号・

消防特第８６号）

・「「危険物製造所等及びコンビナート等特別防災区域における事故の

報告」の改正について」(平成６年３月２４日付け消防危第２７号・消

防特第６３号）

・「「危険物製造所等及びコンビナート等特別防災区域における事故の

報告」の改正について」(昭和６３年３月３１日付け消防危第４１号・

消防特第８１号）

・「「危険物製造所等及びコンビナート等特別防災区域における事故の

報告」の改正について」(昭和５６年１１月１９日付け消防危第１６０

号・消防地第３０２号）

・「危険物製造所等の火災等報告の改正について」(昭和５３年３月２８

日付け消防危第３５号）

・「危険物製造所等の火災等報告の改正について」(昭和４４年５月２７

日付け消防予第１７０号）



別紙３報 告 書 の 記 入 要 領 注)下線は追加訂正線は削除を示す

項目欄 記入要領

1 事故名 火災、爆発、漏えい、破損等の種類及び事故の発生原因・状況が明らかとなる

ように簡潔な表現方法を用いて５０文字程度以内で入力（記入）すること。ま

た、できる限り以下の並びとすること。

（「事故発生施設装置等」の「施設・装置名称」及び「機器等名称」並びに

発生箇所・原因」）＋（危険物名）＋（火災または漏えい）

〔例〕・地下タンクからボイラーへの埋設配管の腐食による重油の漏えい

・一般取扱所において、ドラム缶から携行缶に移し替え中に静電気により

ガソリンが着火したことによる火災

・タンク受入れ配管をピグでクリーニング中、工事中の火気によりピグ出

口で爆発

・屋外タンクに接続したボイラー（一般取扱所非該当）のサービスタンク

のフロートスイッチ故障による重油の流出

・給油取扱所で誤注入されたガソリン入り灯油の販売

2 事故種別 (1) 該当種別を選択（記入）すること。事故種別は次のとおり。

１ 爆発：化学的変化による爆発の一つの形態であり、急速に進行する化学

反応によって多量のガスと熱とを発生し、爆鳴・火災及び破壊作

用を伴う爆発現象及び物理的変化による爆発現象をいう。

２ 火災：人の意図に反して発生し若しくは拡大し、又は放火により発生し

て消火の必要がある燃焼現象であって、これを消火するために消

火施設又はこれと同程度の効果のあるものの利用を必要とするも

のをいう。

３ 漏えい：危険物の漏えい 漏れ、溢れ、飛散、流出又は噴出等をいう。

なお、石油コンビナート等災害防止法（以下「石災法」という｡)

に定める特定事業所においては、危険物のほか高圧ガス、指定可

燃物、可燃性ガス、毒物又は劇物の漏えいを含む。

また、製造所等に配管で接続された少量危険物施設等におい

て、明らかに指定数量以上の危険物が漏えいし、又は焼失したも

のと認められる場合には、当該製造所等の事故（漏えい）として

扱う。

４ 破損：製造所等の位置、構造及び設備の技術上の基準が適用されてい

る部分における破損（亀裂、損傷、破壊等）をいう。なお、特

定事業所においては、危険物のほか高圧ガス、指定可燃物、可

燃性ガス、毒物又は劇物に係る関係法令等によって、当該物質

を貯蔵又は取扱う施設の構造及び設備の基準が適用される部分

並びに石災法に定める特定防災施設等における破損（亀裂、損

傷又は破壊等）をいう。

５ その他：上記１～４に該当しないものをいう。なお、この場合（ ）

内にその内容を簡記すること。

〔例〕・ガソリン入り灯油の販売

給油取扱所で灯油用固定注油設備を通じて、ガソリンが混入した

灯油を販売したとき。この場合、（コンタミ）と入力（記入）す

る。

＊ 移動タンク貯蔵所の交通事故については、１～４に該当しない

ものは報告の必要はない。

(2) 石油コンビナート等特別防災区域における事故の場合は、異常現象に該当、

を選択（記入）すること。非該当



事故種別の２以上が発生した場合のうち、爆発及び火災の双方が発生した場合

は、発端となった形態を（主）に、引き続き発生した形態を（従）に選択（記

入）すること。それ以外の場合は（主）のみを選択（記入）すること。

〔例〕・爆発後に延焼した場合：（主）に爆発、（従）に火災を選択（記入）

する。

・配管のピンホール部分から油漏れが発生し、火災となった場合

：（主）に火災を選択（記入）すること。

・移動タンク貯蔵所が横転しタンク側面に亀裂が生じ、積載していた

灯油が漏えいした場合：（主）に漏えいを選択（記入）すること。

固定給油設備に乗用車が衝突し破損した場合・

：（主）に破損を選択（記入）すること

3 発生 事故が発生した日時を入力（記入）し、〔推定〕・〔確定〕の別を選択（記

入）すること。

不明の場合は、入力（記入）せず、〔推定〕・〔確定〕欄に不明と入力（記

入）すること。

なお、時刻については、24時間表示にすること（以下同じ）。

4 発見 事故を発見した日時を入力（記入）すること。

5 覚知 消防機関が事故を覚知した日時を入力（記入）すること。

発生から処理完了まで長時間を要する事案の場合、覚知日時を基準とし、報告

する。

〔例〕漏えい発生Ｈ１４年１２月１日(推定)、覚知Ｈ１５年１月１日、処理完

了２月１日

………Ｈ１５年上半期の事故報告で報告のこと

6 鎮圧・応急措置完了 事故種別に応じて、次のとおり現場の最高指揮者（消防機関の職員）が認定し

た日時を入力（記入）すること。

(1) 火災：火勢が防ぎょ下に入り、拡大の危険がなくなった。

(2) その他の事故：応急措置が完了した。

7 鎮火・処理完了 事故種別に応じて、次のとおり現場の最高指揮者が認定した日時とするこ

と。

(1) 火災：再燃のおそれがなくなった。

(2) その他の事故：処理が完了した。

8 覚知別 消防機関が事故を覚知した方法の該当する区分を選択（記入）すること。

覚 知 方 法 区 分

１１９

無線

ホットライン

警察電話

駆付

事後聞知

一般加入

その他

なお、「その他」の場合は、（ ）内にその内容を入力（記入）すること。




